
50億3,103万円 
48億2,804万円 （96.0％） 

10億2,138万円 （85.3％） 
10億6,700万円 （89.1％） 

9億689万円 （86.6％） 

4億1万円 （39.9％） 

6億5,554万円 （80.2％） 
7億3,182万円 （89.6％） 

1,096万円 （32.5％） 
2,856万円 （84.8％） 

561万円 （67.2％） 
541万円 （64.8％） 

1,358万円 （96.7％） 

7億7,618万円 （77.4％） 

1億534万円 （85.9％） 
9,837万円 （80.2％） 

9億4,098万円 （89.8％） 

2億3,692万円 （74.0％） 
1億1,423万円 （35.7％） 

40億8,499万円 （81.2％） 
一般会計 

住宅新築 
資金貸付 
事 　 業  

小沼地区 
財産管理 

国民健康 
保　　険 

老人保健 
医　　療 

小沼地区 
簡易水道 
事　　業 

御代田町 
簡易水道 
事　　業 

公　　共 
下 水 道  
事　　業 

御 代 田  
財 産 区  

介護保険 
事　　業 

農業集落 
排水事業 

個別排水 
処理施設 
整　　備 

2,514万円 

853万円 

11億9,774万円 

10億4,745万円 

1億2,265万円 

3億2,033万円 

10億345万円 

1,404万円 

8億1,704万円 

3,368万円 

836万円 

2,522万円 （100.3％） 

858万円 （100.6％） 

2,477万円 （98.6％） 

824万円 （96.6％） 

予算現額 
会計名称 収入済額（収入率） 

支出済額（執行率） 

0 1000万 5000万 1億 10億 20億 500万 50億 （円）

0 1000万 5000万 1億 10億 20億 500万 50億 （円）

1,404万円 （100％） 

96.0%

  　収入予算 

50億 
3,103万円 

収入済額 
48億2,804万円 
 

81.2%

支出済額  
40億8,499万円 
 

  　支出予算 

50億 
3,103万円 

町
の
財
政
状
況

3 月末までの平成 17 年度財政状況は…
控除額・定率減税の廃止・見直し・引き下げ

平
成
１７
年
度
一
般
会
計
の
予
算
総
額

は
、
当
初
予
算
に
６
回
の
補
正
を
加
え
、

総
額
５０
億
３
、１
０
３
万
４
千
円
と
な

り
、
昨
年
の
同
じ
時
期
に
比
べ
て
２
億

１
、３
３
２
万
９
千
円
の
減
と
な
り
ま

し
た
。

ま
た
、
特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
の

特
別
会
計
は
、
補
正
予
算
を
加
え
た
１１

会
計
の
合
計
が
４５
億
９
、８
３
９
万
４

千
円
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
予
算
の
執
行
状
況
は
、
予

算
の
９６
・
０
％
が
収
入
済
み
、
８１
・
２
％

が
執
行
済
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

どう改正したのか『個人所得税と住民税』
国は経済・財政状況などを踏まえ
個人所得税・住民税の見直しを
段階的に行っています。
今年度の改正点は次のとおりです。

一般会計

生計同一の妻に対する均等割の課税

町県民税均等割は、生計同一の妻
がいくら所得を得ていても均等割
が非課税（夫が非課税で妻に課税さ
れる場合は除く）の軽減措置が図ら
れていましたが、税負担の公平性
から今年度で廃止され、全額の4
千円が課税されます。

※給与（パート）収入で93万円以下
は、非課税措置があるので課税
されません。 この表は、妻に扶養がいない場合の事例ですので、扶養親族がいる場合

は基準が変わります。

定率減税の見直し

課税者には、住民税・所得税とも
相応の定率減税がありましたが、
右表のとおり 2分の 1に縮減され
ます。

公的年金等の控除額の引き下げ

公的年金等控除額が見直され65歳以上の公的年金控除額の最低額が140万円から120万円になります。

老年者控除の廃止

65歳以上で合計所得が1千万円以下の方が対象の老年者控除が廃止となり、住民税では48万円・所得税で
は50万円が、控除できなくなります。

妻に対する町県民税均等割の課税一覧

平成18年度

非課税

非課税

4,000円

4,000円

平成17年度

非課税

非課税

2,000円

4,000円

平成16年度
まで

非課税

非課税

非課税

4,000円

夫の均等割額

課税の場合

非課税の場合

課税の場合

非課税の場合

妻の合計所得金額
（給与収入額）

280,000円以下
（930,000円以下）

280,001円以上
（930,001円以上）

定率減税の改正点

平成18年度

7.5%
最高で2万円

平成18年分

10%
最高で12.5万円

平成17年度まで

15%
最高で4万円

平成17年分まで

20%
最高で25万円

町県民税

所得税

みよた広報 やまゆり（8）（9）みよた広報 やまゆり


